
18 
 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
高次脳機能障害者の社会的行動障害による社会参加困難への対応に関する研究 

 
研究分担者： 島田司巳（社会福祉法人グロー 滋賀県立障害者総合診療所 所長） 

                

Ａ．研究目的 

 高次脳機能障害において、社会的行動障害は

社会生活を送る上での阻害因子となりやすい。

また、社会的行動障害が顕著にあらわれている

事例の実態は未だ把握されていない状況にある

と言える。そのため、滋賀県下に於ける高次脳

機能障害事例を選出した。支援者もしくは家族

に対し NPI、支援ニーズ票を実施し、社会的行

動障害と介護負担の連関を基に社会的行動障害

の症状・重症度の整理や対応方法を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

前年度の支援困難事例の経過・課題等を整理

した点に基づき、滋賀県立むれやま荘の利用者

事例、滋賀県高次脳機能障害支援センター相談

事例、及び滋賀県立総合病院で診療された事例

を選び、NPI、支援ニーズ票を支援者もしくは

家族に実施する。 

（倫理面への配慮） 

検査を実施するにあたり、調査への協力は自

由意思によるものとすること、研究目的や方法、

結果の処理、個人情報の取り扱いについて等を

記載した依頼文書を用いて口頭で説明を行い、

同意を得た上で実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

調査事例を 20 例選出し、10 例の事例票の作

成及び検査を実施した。また、単身生活等で

NPI・支援ニーズ票の調査が実施不可能な事例

について 3例の事例票を作成した。 

 次年度も引き続き調査を継続し、社会的行動

障害の重症度の指標、対応法について検討する

予定となっている。 

 

Ｄ．考察 

NPI 及びニーズ票による検査を実施した結果

では、家族の介護負担が強くでる項目としては

興奮・脱抑制・易怒性・異常行動・夜間行動が

主なものであった。また、負担度において受障

以前の性格・家族関係や介護者と当事者の家族

構成(夫-妻、母-子ども、兄弟など)が、社会的

行動障害や負担感の捉え方に影響を与えている

と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

調査を通し、社会的行動障害への対応方法を

検討するには当事者の要因だけでなく様々な要

因を検討していくことが必要であると考えられ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特記なし 

研究要旨 

前年度の支援困難事例の経過・問題点等を整理した点に基づき、滋賀県立むれやま荘の利用

者事例、滋賀県高次脳機能障害支援センター相談事例、及び滋賀県立総合病院で診療された

事例を選び、NPI、支援ニーズ票を支援者もしくは家族に実施した。この調査結果から社会的

行動障害が顕著にあらわれている方の実態把握、対応方法について検討を行う。 
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Ｈ．知的財産権の出願・取得状況 


